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小学校学級担任 を対象 とした、英語活動 におけるテ ィーム ・テ ィーチ ングの

パ ー トナ ーに対 す る意識 調 査(第 二報)

田 邉 義 隆

要旨 小学校英語活動 にお いては、 その指導形態の ひとつ としてテ ィーム ・テ ィーチ ングが主流 になってお り、

そ こにはさま ざまな立場 の外部指導者ω が関わ って いるが、 小学校現場 の学級担任 はテ ィーム ・テ ィーチ ン

グを行な う際、パー トナーに何 を要求す る、 あるいは期待 しているのだろ うか。 また、パー トナーがALTと

日本人指導助手 とで は、要求 ・期待す る内容やその度合いに どの ような差異があ るのだ ろうか。 外部指導者 と

して小学校教育現場 に足を運び、円滑なテ ィーム ・テ ィーチ ングを実現す るには、学級担任の意 識を把握 して

お くことも重要であ ると考え る。 これ らの疑問を検証す るために、小学校学級担任を対象 に質問紙調査を行な

い、 その結果 を統 計処理 し、考 察を試みた。第一報(田 邉2008)で は研究 の背景 か ら調査結果 の前半 部分 ま

でを扱 った。本稿は第二報 と位置づ け、調査結果の後半部分を報告 し、本調査研究か ら得 られた知見を もとに

考察を行な う。
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AnInvestigationintoHowElementarySchoolTeachersView

TheirPartnersinTeamTeachingSituations(Part2)

YoshitakaTanabe

AbstractSinceEnglisheducationwasintroducedintotheelementaryschoolsysteminJapan,team

teachinghasbecomeamajormethodofinstruction.Teamteachingdescribesasituationinwhicha

JapanesehomeroomteacherispairedwithanativeEnglishteacheroraJapaneseinstructorofEnglish

inordertoshareteachingdutiesinthesameclassroom.Untilrecently,languageassistantsfromavari-

etyofbackgroundshavebeeninvolvedinteamteachingwithhomeroomteachers,whousuallyplaythe

centralrolesinclasses.Inorderforlanguageassistantstoeffectivelycollaboratewithhomeroomteach-

ers,thefollowingquestionsmaybeworthconsidering:(1)Whatdohomeroomteachersrequireorexpect

fromlanguageassistantswhentheyworktogether?(2)Dohomeroomteachershavedifferentrequests

(1)第 一報 において はALTと 日本人指導助手 の両方 を指す場合 に 「指導助手」 と表現 したが、 第二 報では用

語上の混乱を避 けるため に 「外部指導者」 と表現す る。
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andexpectationsdependingonwhethertheirpartnerisanativespeakerofEnglishoraJapaneseinstruc-

tor?(3)Howdothesetwogroupsdiffer?Inordertodiscovermoreinformationsurroundingthismethod

ofteaching,aquestionnairewasadministeredtoagroupofelementaryschoolhomeroomteachers.Ina

preludetothispaper,Tanabe(2008)providedaliteraturereviewandtheresultsfromthisfirsthalfofthe

survey.Asthesecondphaseofthestudy,thispaperexaminestheremaininghalfofthesurveymentioned

above.Inaddition,somepossiblesuggestionsaremadeforeffectivecollaborationsbetweenhomeroom

teachersandlanguageassistants.

Keywords:elementaryschoolEnglishactivities,teamteaching,elementaryschoolhomeroomteacher,

AssistantLanguageTeacher(ALT),JapaneseinstructorofEnglish
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パー トナーに対す る意識調査(第 二報)(田 邉)

1.は じめに

本調査研究では公立小学校の学級担任に質問紙調査を行なったが、その実施時期は2007

年7～12月 であり、また第一報を執筆 したのが2008年4月 であった。当時は新学習指導要

領が公示された直前直後であり、小学校現場では多種多様な反応が見 られていたが、本稿

執筆現在(2009年9月)に おいては移行措置期間の1年 目で もあるため、各地域や学校が

2011年 の完全実施に向けて、戸惑いや不安を抱えなが らも準備を進めている状況にある。

質問紙調査を行なった時点では 「総合的な学習の時間」の一環 として位置づけられていた

英語活動であったが、本稿執筆現在においては 「外国語活動」の名称で一必修科目として

見なされるに至 っており、小学校英語活動(2)をめぐる情勢はこの2年 間で大きく推移 し

たと言えよう。 しか しなが ら、制度制定は進めど、第一報(田 邉2008)で 筆者が指摘 し

たティーム ・ティーチング(以 下TT)を め ぐる課題は依然 として改善 されてはいない。

それを裏付けるように、2009年8月 に告示 された 「平成22年 度概算要求主要事項(案)」

(文部科学省2009)の 「外国語教育の充実(英 語教育改革総合プラン)」の下位項 目にお

いては、「外国語指導助手 コーデ ィネーター活用支援事業」 で外国語指導助手(以 下

ALT)の 活用が課題 として挙げられている。 また、全国都道府県教育長協議会が全国の

公立小学校を対象に外国語活動必修化への取 り組みについて調査 した中では、外国語活動

を実施するに当たっての要望 として 「ALTの 訪問回数を多 くして もらいたい」、「ALT

と担任の橋渡 しをす るコーディネーターの確保」など、TTに 関連す る内容が多 く報告さ

れている(全 国都道府県教育長協議会第一部会2009)。 このような現状を鑑みても、より

円滑なTTを 実現 していくために学級担任がTTに ついて、そ してそのパー トナーに対

してどのように考えているかを探る必要性は、2年 前と比較 して も幾分 も損なわれていな

いと考える。

第二報である本稿においては、まず第一報(田 邉2008)の 内容を概観 した上で、調査

結果の後半部分を報告 し、最後に考察を加える。

2.研 究の背景

第一報(田 邉2008)で 詳説 したように、小学校 における英語教育の歴史の中でTTは

主たる指導形態として定着 しており、文部科学省 も 「総合的な学習の時間」の中で国際理

解教育の一環として英語活動が導入された当初か ら新学習指導要領告示後の現在に至るま

で、一貫 した姿勢でTTを 推進 している。さらに、筆者自身が外部講師(GuestTeacher:

(2)本 調査研究で は、一般の公立小学校に勤務す る教員だ けでな く、文部科学省指定教育研究開発学校や英語

教育特区において 「教科 としての英語」 に取 り組んでい る教員 も対象 に して いるが、主 に 「小学校英語活動」

とい う表現を用いて執筆す る。ただ し、小学校 にお ける英語教育を全体像 と捉え る文脈 においては 「小学校

英語教育」 と表現す る。

33



近畿大学英語研究会紀要 第5号

以下GT)と して小学校現場に関わってきた経験の中でTTの 諸課題を痛感 したことをきっ

かけに、学級担任がTTの パー トナーに求める要素に主眼を置いて調査する必要性を見

出し、当調査研究に着手 した。

3.調 査目的

前項の背景にもとづき、当調査研究の目的を以下のように設定 した。

1)ALTと 行なうTTと 、 日本人指導助手 と行なうTTの それぞれにおいて、学級担

任がパー トナーに求める要素は何かを探る。

2)各 要素に対す る要求度 は、英語活動歴の差、TT経 験の有無、英語活動 に対する積

極性の高低などによって、差異があるか否かを明 らかにする。

本稿においては2番 目の調査目的を中心として報告する。

4.調 査方法

4.1.調 査実施時期

2007年9～12月

4.2.対 象者

公立小学校学級担任153名 の うち、一・般の公立小学校(3)(以下、一・般校)勤 務の被験者

が90名 、研究開発学校、英語教育特区の小学校、英語活動等国際理解活動推進事業拠点校

といった、英語教育推進校勤務の被験者が63名 を占めている。対象者の基礎データを以下

の表にまとめる。

表1被 験者の基礎デー タ(合 計:153名)

項 目 小学校教員歴 英語活動歴 TT経 験の有無
英語活動への

積極性

5年 以 下:66 2年 以 下:58 あ る:90 1(消 極 的):15

6-10年:12 3,4年:62 な い:63 2:41

内容 11-15年:13 5,6年:21 3:49

1620年:12 7,8年:10 4:39

21年 以 上:50 9年 以上:2 5(積 極 的):9

(3)当 調査 研究 と同時期 に文部科学省 が全国 の公立小 学校 を対 象に実施 した 「小学校英語 活動実施状況調 査

(平成19年 度)」(文 部科学省2007)に お いて は、年間活動時間数 は 「4～11時 間」 と回答 してい る小学校が

どの学年 において ももっとも多い と報告 されてい るが、当調査で対象 とした被験者 が勤務す る一般校 も同様

の状況であ り、英語教育 に関す る環境について は平均的な小学校であ る点を追記 してお く。
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4.3.測 定具

英語活 動の経験年 数等 の基 礎 データを問 う質 問 を含 めた、計12問 か らな る質 問紙(4)を

用 いた。本稿で は、学級担任がパー トナーに求 める要素 を問 う質問10と11に 焦点 を当てて

分析す る。質 問10は パ ー トナーがALTの 場合、質 問11は パー トナーが 日本人 指導助手の

場合、全12項 目(① ～⑫)に 関 して その外部指導者 に要望 したい度合 いはどの程度か、そ

れ ぞれ につ き、5段 階評定法で回答 を求 めた。①か ら⑩ を共通項 目と し、⑪ と⑫ につ いて

は、 それぞれの外部指導者独 自の内容 を問 う項 目と した(表2参 照)。 なお、 これ らの項

目を設定す るに当た り、萬戸(1988)、 長江(1988)、 影浦編(2001)、 金森他(2003)、 樋

口他(2005b)を 参考 に、小 学校英語教育 やTTに 関わ る指導者 に求 め られ る資質 や指導

技術 を調査項 目と して選定 した。 また、考察 の際 に補足情報 と して用 いることがで きるよ

うに、 自由記述欄 も設 けた。

表2学 級担任がパー トナー に求め る要素

①音声モデル としての役割

②ゲームや 目標文の導入な ど、活動モデル

としての役割

⑧学習指導案の作成

④教材教具の開発 ・準備

⑤異文化の紹介

⑥活動の観察 ・評価

⑦児童の授業態度や しつ けに関す る指導

⑧指導困難、あ るいは配慮が必要な児童の

把握

⑨ 日本の小学校教育に関す る理解

⑩指導助手(外 部指導者)自 身が中心 となっ

て授業を進めよ うとす る姿勢

⑪ALT:打 ち合 わせ に必要 な 日本語能力

日本人:英 語母語話者 に近い英語力

⑫ALT:日 本文化 に対す る理解 と寛容 さ

日本人:ボ ランテ ィア精神

4.4.分 析方法

本調査では、4つ の観点か ら分析を行なう。

1)ALTの 場合 と日本人指導助手の場合、学級担任がそれぞれの指導者に求める要求

度の強い要素は何か、素点の平均値を利用 して巨視的に順位付けする。

2)調 査結果に対 して因子分析を行ない、因子解釈を試みる。

3)前 項の因子分析をもとに、同一被験者内でALTと 日本人指導助手に求める因子に

差異は認められるか否かを検証する。

4)前 項の因子分析にもとづき、ALTと 日本人指導助手に求める因子に影響 している

変数を探る。

本稿においては4番 目の分析を中心に報告する。

(4)質 問内容 について は、後掲の 「資料」を参照の こと。
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5.第 一報(田 邉2008)の 概要

前述 した4つ の観点 の うち1か ら3の 結果 について は第一報(田 邉2008)で 報告 した

ため、 その概要 につ いて簡潔 に振 り返 って おきた い。

5.1.学 級担任がそれぞれの指導助手に求める要求度の順位付け

学級担任がALTと 日本人指導助手のそれぞれに求める度合いの高い要素を素点の平均

値をもとに順位付けした結果、ALTの 役割 に関する明確な考えがあるためか、または学

級担任の英語力、特に音声面に関する不安を補 う存在として支援を求める思いもあるため

か、ALTの 上位3項 目は 「①音声モデルとしての役割」、「②ゲームや目標文の導入など、

活動モデルとしての役割」、「⑤異文化の紹介」であり、いずれ も生きた英語や異文化理解

の情報源としての価値に対する期待が表れていた。一方、 日本人指導助手には 「⑪英語母

語話者に近い英語力」に対する要求度の平均値が もっとも高 く、続いて 「①音声モデルと

しての役割」が挙がっている点にはALT同 様に英語力を求めている様子が伺えるが、3

番 目に順位づけられていたのは 「⑨ 日本の小学校教育に関する理解」であった。この段階

ではあくまでも平均点の比較であり統計的な裏付けはないが、学級担任はALTと 日本人

指導助手に対 して異なる要求をしている様子が見 られた。

5.2.調 査結果に対する因子分析

前項では学級担任がALTと 日本人指導助手に対 して期待す る項 目にやや異なる傾向が

表れていたが、因子分析を用いてさらに詳細な検証を行なった。

ALTと 日本人指導助手の各 グループの12項 目につき、共通性を1と した主成分分析法

を個別に実行 し、後続因子と固有値との差にもとついて、両グループとも4因 子解を適当

と判断 した。両グループの結果を比較 してみると、そのパターンには共通性が明白に認め

られたため、項 目⑥⑦⑧⑨を第1因 子(F1)、 項 目③④⑩を第2因 子(F2)、 項 目①②⑤

を第3因 子(F3)、 項目⑪⑫を第4因 子(F4)と して、因子解釈を した。その結果を表3

にまとめる。

表3因 子分析の結果

因子番号 項目番号 因子解釈

第1因 子(F1) ⑥⑦⑧⑨ 個 々の児童に対す る教育的配慮

第2因 子(F2) ⑧④⑩ 授業作 りと進行

第3因 子(F3) ①②⑤ 生きた英語や異文化理解の情報源

第4因 子(F4) ⑪⑫
ALT:ALTへ の関わ りやす さ

日本人指導助手:英 語活動指導助手 としての価値
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以上のように、本調査では、学級担任がALTと 日本人指導助手のそれぞれに求める要

素か ら3つ の共通因子が、さらに各外部指導者に1つ ずつの因子が特定された。

5.3.被 験者内におけるALTと 日本人指導助手に求める因子の差

ALTや 日本人指導助手 と直接的に関わる学級担任の意識下において、それぞれの外部

指導者に対 して求める要素の度合いに差があるか否かを検証 した。この点に関 して、第4

因子についてはALTと 日本人指導助手 とで内容が異なるため比較はできないが、第1か

ら第3因 子において被験者内において差異が認められるか否か、t検 定(対 応のあるt検

定)を 行なった。 その結果、「F1個 々の児童に対する教育的配慮」 については、 日本人

指導助手に対する度合いがALTを 上まわっており、1%水 準で有意差が見られた。個々

の児童への対応についてはALTよ りも、同じ文化圏で育 った日本人指導助手 に対 してよ

り強 く求められていた。「F2授 業作 りと進行」 についても日本人指導助手 に対す る度合

いの方が高 く、1%水 準で有意差が認められた。学級担任は日本人指導助手に対 して、授

業の準備段階において、または授業運営において、より積極的に関わることを求めている

様子が見て取れた。質問紙の自由記述欄等の分析 も加味 して考察 したところ、F1とF2

ともに、 日本人指導助手の方が 日本の児童をより理解 しているといった判断や安心感が背

景にあるように推察された。「F3生 きた英語や異文化理解の情報源」 について も同様に

1%水 準で有意差が見 られたが、この項目のみALTの 平均値が日本人指導助手を上まわっ

ていた。学級担任の英語力を補うだけでなく、異文化理解に関する暗示的知識の提供者と

しての価値や英語を学ぶ必然性の演出についてもALTに 期待 している部分が大きいと捉

え られる結果であった。

以上の結果か ら、被験者内においてはALTと 日本人指導助手 に対 して要求する因子に

は、統計的にも有意に差異があることが明 らかとなった。

6.変 数の影響

本項 よ り、2番 目の調査 目的 につ き、 その分析結果を報告す る。

TTの パー トナー と して教育現場 に足 を運 ぶ にあた り、学級担任 の英語 活動歴 な どの情

報 を もとに して、外部指導者 に求 め られて いる、 あるいは期待 されて いる因子を少 しで も

予測 す るこ とがで きた ら、 よ り円滑 なTTを 実現す る一 助 とな るはず であ る。 前項 で振

り返 った第一報(田 邉2008)の 分析結果 を踏 まえ た上 で、 本項 では被験 者の 「英語 活動

歴」、 「TT経 験の有無」、 「英語活動 への積極 性」の3つ の観点 か ら比較分析 を行 ない、各

因子 に影響 を及 ぼ して いる変数 を明 らか にす ることを試み る。
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6.1.英 語活動歴別 グループ間の比較

英語活動歴 別 グルー フ.間の比較 にお いて は、1年 以下(0-1Y)、2～3年(2-3Y)、4

年以上(4Y+)の3グ ルー プ間で、ALTと 日本人指導助手 のそれぞれ に対 し3つ の因子

(F1～3)に つ いて下位尺度 を用 いて平均値 を比較 した。 一・元配置 分散分析(そ の後 の検

定 はScheffe検 定 を採用)を 行 な ったが、上述 した ように、ALTと 日本人指導助 手のそ

れ ぞれ に対 し3つ の因子 につ いて比較を行な って お り、検定 を繰 り返す ことで偶発的 に有

意差 が出て くる可能性 を減 らすため、分析 の際 にボ ンフ ェロー二の補正 を行 い、p<0.017

(0.05÷3=0.0166)と 有意水準 を切 り下 げて設定 した。 なお、次項以降 の比較 において も、

この有意水準を適用す る。

表4が 示す よ うに、ALTの 「F3生 きた英語 や異文化理解 の情報源 」 につ いて は、 英

語活動歴 の影響 は有意 であ り(F(2,150)=4.847,p<0.017)、 平均値 は0-1Y、2-3Y、4Y+

の順 に高 くな って いる。単純 に解釈 す ると、英語活動歴 が長 い ほど、TTを 組むALTに

対 して、英語や英語圏文化の実物 モデル と しての役割を期待 して いることにな る。 また、

Scheffe検 定 を用 いた多重 比較 によれ ば、表5が 示す通 り、F3に つ いては4Y+と0-1Y

との間 に統計的有意差が認 め られ る。当調査 において は英語活動歴の質 まで は考慮 に入れ

ていないが、 この点 においては量(つ まり活動歴 の長 さ)だ けで も有意差を生む要因 となっ

て いる様子が伺え る。 ある一定期間、当調査結果で は4年 以上、実際 に英語活動 を行 な う

こ とによ って、ALTの 内 に生 きた情報源 と しての価値 を見 出す、 またはその必要 性を実

感す るに至 るのか もしれない。一方、他 の因子 につ いて はALTと 日本 人指導 助手の両方

と も有意差 は認 め られず、英語活動歴の長短 によって差が生 じる点で はな いようで ある。

表4各 因 子 にお け る0-1Y、2-3Y、4Y+グ ル ー プ結 果 の 平 均 点 ・標 準 偏 差 ・一 元 配 置 分 散 分 析

0-1Y 2-3Y 4Y十 ANOVA

因子
M SD M の M SD F

-
⊥

∩乙

9
σ

-
⊥

り
乙

9
σ

F

F

F

F

F

F

ALT

ALT

ALT

日本人

日本人

日本人

11.03

9.79

12.82

13.54

11.32

11.61

2.82

2.50

2.11

3.12

2.20

2.23

10.70

10.04

13.69

13.24

11.79

12.21

3.33

2.78

1.37

3.52

2.33

2.11

11.12

9.91

13.91

13.35

11。00

12.13

3.56

2.70

1.38

3.60

3。07

2.09

0.28

0.01

4.85

0.07

1.56

0.84

0.760

0.906

0.009*

0.931

0.214

0.432

*p<0 .017

表50-1Y、2-3Y、4Y+グ ル ー プ 間 のScheffe検 定 結 果

因子 グル ープ 間 の 有 意 差(p〈0.017)

F3生 きた英語や異文化理解の情報源:ALT 4Y十>0-1Y
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6.2.TT経 験グループと未経験グループ間の比較

TT経 験の有無については2グ ループ間の比較 になるため、t検 定を利用 した。 いずれ

の因子においても有意差は認め られず、当調査結果を見 る限 りにおいては、TT経 験の有

無はパー トナーに対 して特定の要求や期待を高める要因にはなっていない。 ただし、TT

経験者の内訳を見てみると、英語教育推進校47名 、一般校43名 とな っており、約半数を一・

般校勤務の被験者が 占めている。英語教育推進校 には特別 に予算が充当されるため、

ALTが 定期的に来校す る環境が整備されてあったが、当調査 において対象 とした一般校

では、ALTが 来校す る回数 もごく限られてお り、実際にALTとTTす る機会は年に数

回程度 という状況であった。TT経 験者の中に経験の幅があり、実質的には未経験者とほ

とんど差のない経験者が含まれてお り、統計的有意差が生 じるに至 らなかった可能性は否

定できない。

表6各 因子 にお けるTT経 験 グルー プとTT未 経験 グルー プ結果の平均点 ・標準偏差 ・T検 定

因子
TT経 験 あ り

M SD

TT経 験 な し

M SD df t

1
⊥

2

9
0

1
⊥

2

9
0

F

F

F

F

F

F

ALT

ALT

ALT

日本人

日本人

日本人

11.23

9.81

13.53

13.52

11.23

11.81

2.74

2.70

1.42

3.35

2.68

2.20

10.46

10.14

13.71

13.06

11.65

12.44

3.98

2.68

1.77

3.61

2.51

1.97

101.962

151

151

151

151

151

1.336

-0 .750

-0 .701

0.807

-0 .974

-1 .828

*p<0 .017

6.3.英 語活動への積極性 グループ間の比較

英語活 動歴 やTT経 験 の有 無 とい った被験者 の客観 的な要 因に加 え、英語 活動 に対す

る積極性 とい う情意的側面 は各因子 になん らかの影響を与えて いるか否かを検証す る。英

語活動 に対す る積極性を問 う質問 に対 し、「消極的」「どち らか と言え ば消極的」 を消極 グ

ル ープ、「積極的 とも消極的 と も言えな い」を 中間 グル ープ、「どち らか と言え ば積極的」

「積極 的」 を積極 グルー プと し、3グ ル ープ間でALTと 日本人指導 助手の それぞれ に対

し3つ の因子(F1～3)に ついて下位尺度 を用 いて平 均値 を比較 した。一元配 置分 散分析

(その後の検定 はScheffe検 定 を採用)を 行 い、 その結果 を検証 した。

表7が 示す ように、「F2授 業作 りと進行」 につ いてはALT(F(2,150)=6.713,p<0.017)

と、 日本人指導助 手(F(2,150)=4.168,p<0.017)と もに統計 的有 意差 が認 め られ る。 平

均値 はいずれのパー トナーに対 して も中間 グルー プの値が もっと も高 く、次 に消極 グルー

プが続 き、積極 グルー プが一番低 い値 を示 してい る。 また、Scheffe検 定 を用 いた多重比

較 によれ ば、F2に つ いて表8が 示す通 り、ALTに 対 して は中間 グル ープ と消極 グルー
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プのいずれの値 も積極グループより有意に高 く、 日本人指導助手に対 しては中間グループ

の値が積極グループを有意に上まわっている。積極的とも消極的とも言えないグループが、

指導案の作成や授業の中心的役割をTTの パー トナーに期待す る度合いをもっとも強 く

示す結果 となった。F2は 英語活動を行なう準備 または実践に当たる因子であり、英語活

動の根幹となる部分であると言って も過言ではない。ここには、中立的に英語活動を捉え

ている被験者がALTや 日本人指導助手の授業実践を観察 しようとしている態度が表れた

のか、または英語活動に無関心でALTや 日本人指導助手に丸投げ しようとする姿勢が反

映されたのか、解釈が困難ではあるが、興味深い結果となった。

表7各 因子 にお ける消極、中間、積極 グルー プ結果の平均点 ・標準偏差 ・一元配置分散分析

消極 グル ープ 中間 グル ープ 積極 グル ープ ANOVA

因子
M SD M 釦 M " F

1
⊥

2

0
0

1
⊥

2

0
0

F

F

F

F

F

F

ALT

ALT

ALT

日本人

日本人

日本人

0
0

1
⊥

0
0

1

R
)

-
⊥

Q
σ

2

1
⊥

2

ρ0

1
⊥

0

0

0
0

9
0

1
⊥

∩乙

1

1
⊥

-
⊥

1

1
⊥

-
⊥

3.87

2.48

2.01

3.50

2.22

2.15

0

1
⊥

4

6

ρ0

4

Q
ソ

7

∩
コ

7

∩
ヲ

∩
コ

0

0

0
0

0
0

1
⊥

-
⊥

-

」■
⊥

-
1西

-

」■
⊥

-
1西

2.98

2.59

1.14

3.60

2.50

2.22

10.92

8.85

13.77

13.04

10.54

12.17

2.99

2.71

1.24

3.29

2.95

2.04

0.00

6.71

3.56

0.57

4.17

0.15

0.999

0.002*

0.031

0.570

0.017*

0.861

*p<0
。017

表8消 極 、 中 間 、 積 極 グル ー プ間 のScheffe検 定 結 果

因子 グル ープ 間 の 有 意 差(p〈0.017)

F2授 業作 りと進行:ALT

F2授 業作 りと進行:日 本人

中間 グル ープ 〉積極 グル ープ

消極 グル ープ 〉積極 グル ープ

中間 グル ープ 〉積極 グル ープ

7.考 察

以上、被験者内比較と変数の影響を検証 してきたが、各因子につきその結果をまとめて

考察を加えたい。

「F1個 々の児童 に対する教育的配慮」 は、被験者内比較においては日本人指導助手 に

対 して、より強 く求める傾向が判明 したが、変数の影響はALTと 日本人指導助手のいず

れに対 して も認められなか った。考え得る原因のひとつとして、教育的配慮に関する意識

は英語活動に限定されるものではな く、小学校教育全般において重視されるものであるた

め、英語活動に関連 した要因が直接的に誘発するわけではないと考え られる。または、教

育的配慮に関する意識は各教員の持つ教育観に大きく左右される内面的な部分であるとも

考え られ、質問紙の自由記述欄 には、「外部講師の先生方には、小学校は集団作 りの場で

あり、集団としての力を育てる必要があることを理解 していただきたい」といった意見が
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ある一方で、「児童のしつけなどは学級経営に関わる部分であり、外部の人間に関与を望

まない」 とのコメントも見 られる。F1に ついては、パー トナーが外国人か日本人かとい

う事実が影響することはあって も、学級担任の外的要因を以て予測 し得る部分ではないよ

うである。また、岡他編(2007)で は、英語活動に関わる各指導者を 「小学校教育と子ど

もに通 じたHRT(5)」 、「英語教育 に通 じたJTE(6)」、「英語そのものに通 じ、かつ外国語や

その文化を伝える実物 としてのALT」 と特性別 に大別 してある。 当調査におけるF1は

主 として学級担任の特性 に関わる部分であるため、被験者の外的要因(変 数)に よって

ALTや 日本人指導助手への要求度に差が生 じていないのは妥当な結果と言えるのかもし

れない。 したがって、当調査結果を見る限 りにおいては、外部指導者はTTを 行なう際

に、個々の児童への対応に関 してどこまで踏み込むべきか、または関与 していいものか、

学級担任と事前に相談 し、意思疎通を図る以外に方法はなさそうである。

「F2授 業作 りと進行」 について述べ ると、被験者内比較においては日本人指導助手 に

対 して、より強 く求める傾向が判明 した。さらに 「英語活動への積極性」の違いによって

ALTと 日本人指導助手の両方に対 して統計的有意差が生 じることも分かった。被験者の

F2の 平均値 と質問紙の自由記述欄を照合 してみると、消極グループと中間グループのコ

メントには 「英語に自信がないので、英語専科教員を配置 して欲 しい」、「英語教育に関 し

て専門的な トレーニ ングを受けていないため、ALTに 任せてしまう」など、英語力や専

門的知識の不足に対する不安や懸念が散見され、授業の中心的役割を外部指導者に託すこ

とを望む声が 目立つ。この点については、当調査研究とほぼ同時期に行なわれた小学校英

語の実態に関す る調査(Benesse教 育研究開発セ ンター2007)で も、授業の中心 となっ

ている指導者はALTな ど外部の人材が過半数以上を占めているという結果が報告されて

おり、ALTな どの外部人材 ・機関が英語教育を担 っている小学校が多いと指摘 されてい

た。当調査結果を踏まえると、この実態調査で授業の中心的役割を外部指導者に任せてい

た学級担任は、英語活動に消極的、またはどちらとも言えない層であることが分かる。一

方、積極 グループには 「英語教育を通 じて授業改革、活性化が期待できる」、「ALTを う

まく活用することで、子どもたちに英語でコ ミュニケーションが取れた時の達成感や満足

感を味わわせたい」といった授業計画や運営に能動的に取 り組 もうとする姿勢が伺えるコ

メントも見 られる。また、積極グループについては英語教育推進校勤務の被験者が7割 を

占めている(48名 中33名)こ とか ら、F2の 結果には英語教育推進校としての取 り組みの

成果、つまり英語活動に対する教員の意識改善の結果 も反映されているのか もしれない。

したがって、F2に ついては、学級担任が英語活動に消極的で、パー トナーが日本人指導

(5)HomeroomTeacher:学 級 担 任 の略 。

(6)JapaneseTeacherofEnglish:日 本 人 英 語 講 師 の 略 。 本 稿 の 「日本 人 指 導 助 手 」 と 同様 の意 味 で この 用

語 が 使 わ れ て い る。
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助手の場合にもっとも強 く要求され、英語活動に積極的な学級担任がALTとTTす る場

合には比較的要求度が低 くなると言える。第一報(田 邉2008)に おいて、英語活動 に慣

れてきた学級担任と外部指導者との間でわだかまりが生 じた事例を紹介 したが、この結果

を踏まえて分析すれば、その原因は明 らかであろう。外部指導者の立場で小学校教育現場

に入る際には、学級担任の英語活動に対する積極性を把握することによって、授業計画や

運営における自身の役割をある程度調整することが可能になると考え られる。

「F3生 きた英語や異文化理解の情報源」では、被験者内比較においてALTに より強 く

求める傾向が認め られ、 さらに 「英語活動歴」が長いほど、ALTに 対 して英語や英語圏

文化の実物モデルとしての役割を期待 している結果となった。質問紙の自由記述欄には英

語活動歴 とF3を 直接的に結びつけるようなコメントは見当たらないが、「ALTは 異文化

に直接的に触れる機会」、「実物モデルとして国際理解の視野を広げるきっかけになる」と

いった異文化理解に関する暗示的知識の提供者としての価値に着眼 した意見は、英語活動

歴が4年 以上のグループ(4Y+)に より多 く見 られる傾向がある。ALTは 、 自身の母国

語話者である強みを前面に押 し出して指導にあたることが求められており、また英語活動

歴の長 い学級担任 とTTす る際には、異文化理解の側面 もより強 く期待 されていると認

識 しておくべきであろう。

8.ま とめ

『小学校外国語活動研修ガイ ドブック(7)』には、TTを 行なう際の留意点 として、「指導

者の役割分担が しっか りと決められていない場合には、活動がスムーズに展開されずに、

指導者だけでな く、児童 も不安を感 じ、学習内容の定着が損なわれる恐れがある」(文 部

科学省2008c:18)と 注意が促 してある。当調査結果か ら得 られた知見には限界がある点

は否めないが、外部指導者として小学校教育現場に足を運ぶにあたって、パー トナーとな

る学級担任か ら主にどんなことを要求 ・期待されているのかを把握 しておけば、自身の役

割 もよ り的確に認識でき、その結果、役割分担を明確 にした相互補完的なTTを 実現 し

てい くことが可能になろう。第一報(田 邉2008)で も触れたように、 円滑なTTの 実現

は、英語活動の導入期か ら外国語活動必修化を目前に控えた現在まで常に解決すべき課題

として取 り上げられてきた。当調査結果が指導者間の共通理解を促進 し、状況改善の一助

となることを期待 したい。

最後に、当調査結果の問題点として以下の課題が残った。

1)当 調査においては、被験者の英語活動への関わ り、つまり経験の質までは考慮に入

(7)小 学校 にお ける外国語活動に関す る各種研修が円滑に実施 され ることを 目的に作成 され、すべての小学校

に配布 されてい る。
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れていない。英語活動歴やTT経 験は、量的要素 よりも質的影響をよ り強 く受 ける

ものと考え られる。

2)質 問紙調査を実施 した時点では外国語活動の必修化 も正式には決定 してお らず、英

語活動はあくまで も 「総合的な学習の時間」の中で国際理解教育の一環として行なわ

れていたため、指導内容や方法に大きなばらつきがあり、結果として被験者間で英語

活動の捉え方が異なっていた可能性 も否定できない。

今後はデータの信頼性をいっそう高めるために、また小学校英語教育の改善 ・充実を検

討する際に必要と考え られる信頼性の高いデータを得るために、上記の課題を踏まえた上

で取 り組みたい。
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資料:質 問紙調査(質 問6か ら9は 省略)

各質 問につ き、該 当す る記号 に○をつ けて ください。質問 によって は、実数や 「理 由」な

どにあたる回答 もあ ります。

質問1:小 学校教員歴 は何年ですか。

①0-5年 ②6-10年 ③11-15年 ④16-20年 ⑤21年 以上

質 問2:小 学校 英語活動 に関わ って今年 で何年 目にな ります か。(関 わ りの程度 は問 いま

せん。)

今年で()年 目

質問3:小 学校英語活動 に対 して、 どの程度積極的 に関わ って い らっしゃいますか。

①消極的 ② どち らか というと消極的

③積極的 と も消極的 と も言え ない ④ どち らか というと積極的 ⑤積極的

質問4:小 学校英語活動 においてティー ム ・テ ィーチ ングを経験 され たことはあ りますか。

① ある(→ 質問5へ)② な い(→ 質問8へ)

質問5:こ れ まで どの種類の指導助手 とテ ィーム ・ティーチ ングを経験 され ま したか。

①ALT(英 語母語話者)② 日本人指導助手 ③両方
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質問10:英 語母語話者 とテ ィーム ・テ ィーチ ングをす る場合、以下の項 目に関 してその指

導助手 に要望 した い度合 いはどの程度で しょうか。それぞれの項 目につ き、5段 階でお

答え ください。

全 く要望 しない

1(0-20%)2 (21-40%)3(41-60%)4

強 く要望 した い

(61-80%)5(81-100%)

①音声モデルとしての役割

②ゲームや 目標文の導入など、活動モデル

としての役割

③学習指導案の作成

④教材教具の開発 ・準備

⑤異文化の紹介

⑥活動の観察 ・評価

⑦児童の授業態度や しつけに関する指導

⑧指導困難、あるいは配慮が必要な児童の把握

⑨ 日本の小学校教育に関する理解

⑩指導助手(ALT)自 身が中心 とな って

授業を進めようとする姿勢

⑪打ち合わせに必要な 日本語能力

⑫ 日本文化に対する理解と寛容さ

質問11:日 本人指導助手 とテ ィーム ・ティー チ ングをす る場合、以下 の項 目に関 して その

指導助手 に要望 したい度合 いはどの程度で しょうか。 それ ぞれの項 目につ き、5段 階で

お答 え くだ さい。(※ ⑪ と⑫ につ いて は、質 問10と は異 な る項 目を入れ ていますので ご

注意 ください。)

全 く要望 しない

1(0-20%)2 (21-40%)3(41-60%)4

強 く要望 した い

(61-80%)5(81-100%)

①音声モデルとしての役割

②ゲームや 目標文の導入など、活動モデル

としての役割

③学習指導案の作成

④教材教具の開発 ・準備

⑤異文化の紹介

⑥活動の観察 ・評価

⑦児童の授業態度や しつけに関する指導

⑧指導困難、あるいは配慮が必要な児童の把握

⑨ 日本の小学校教育に関する理解

⑩指導助手(日 本人指導助手)自 身が中心

となって授業を進めようとする姿勢

⑪英語母語話者に近い英語力

⑫ボランティア精神

質問12:そ の他、指導助手(英 語母語話者 または 日本人指導助手、 あるいは両方)に 要望

したいこと、 また は質問10・11に つ いて特記すべ きことが あれ ば、以下 にお書 き くだ さ

い○
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